都道府県の高齢者虐待対応担当課長・担当職員向け養介護施設従事者による高齢者虐待対応に関する研修
要　　　　　　綱

講義のねらい　
①訪問により事実確認を実施する際のポイントを理解する。
② 組織的な虐待対応を行うためのケース会議の重要性を理解する。
③根拠に基づいた虐待有無、緊急性の判断行うためのポイントを理解する。 

④虐待の背景や要因分析を踏まえた当面の対応方針策定のポイントを理解する。 

講義内容（計６０分）
	内容
	項目
	時間
	テキスト

	１　
事実確認
	（１）調査目的の説明と調査依頼
（２）当該高齢者への面接調査
（３）職員への面接調査
（４）サービス計画や介護記録等の確認
（５）養介護施設・事業所内の状況把握・点検
（６）調査の進行管理・調整
（７）調査終了時の対応
（８）再調査が必要な場合
（９）関係機関からの情報収集（補充調査）
　○居宅サービス事業所への事実確認について

【面接調査票】
（高齢者本人、管理者、主任・　リーダー、一般職
員、虐待を行った疑いのある職員）
【各種書類等確認票】
【養介護施設・事業所の状況把握・点検票】
【事実確認調査結果報告書】
	３０分
	第５章３節

	２、
虐待対応ケース会議
	（１）虐待対応ケース会議
①調査結果の確認
②虐待の有無の判断
③緊急性の判断

（２）当面の対応方針

①高齢者への対応
②養介護施設・事業所への対応
③通報者等への対応

（３）都道府県への報告、対応内容の検討

【養介護施設従事者等による高齢者虐待対応会議記録・計画書（１）（２）～判断会議用】

【アセスメント要約票】
	３０分
	第５章４節


講義で使用するもの

　・資料集
　・市町村・都道府県のための養介護施設従事者による高齢者虐待対応の手引き

　・養介護施設従事者による高齢者虐待対応帳票
講義４　事実確認と虐待対応ケース会議（判断会議）








